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社
会
保
障
の
財
政
基
盤
を
侵
食

―
―
１
９
８
０
年
代
以
降
の

日
本
の
雇
用
政
策
は
ど
の
よ

う
に
変
わ
っ
て
い
っ
た
か
。

　

80
年
代
以
降
、
段
階
的
な

規
制
緩
和
に
よ
っ
て
「
日
本

型
雇
用
慣
行
」
は
崩
壊
へ
の

道
を
進
ん
で
い
る
。

　

経
団
連
の
前
身
に
あ
た
る

日
本
経
営
者
団
体
連
盟
は
95

年
に
「
新
時
代
の
『
日
本
の

経
営
』」
と
い
う
提
言
を
出

し
、「
雇
用
流
動
化
」
の
方

向
を
打
ち
出
し
た
。
雇
用
の

不
安
定
化
、
賃
金
引
き
下
げ

を
推
し
進
め
る
宣
言
で
あ

る
。「
終
身
雇
用
」「
年
功
賃

金
」
を
縮
小
し
、
非
正
規
労

働
を
拡
大
す
る
方
向
性
を
決

定
付
け
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

雇
用
流
動
化
の
方
針
は
、

非
正
規
労
働
者
を
激
増
さ
せ

た
。
２
０
１
４
年
11
月
の

「
労
働
力
調
査
」で
は
、
統
計

を
取
り
始
め
た
84
年
以
降
で

初
め
て
非
正
規
労
働
者
が
２

０
０
０
万
人
を
超
え
る
。
正

規
雇
用
で
あ
っ
て
も
、
過
労

死
ラ
イ
ン
を
超
え
る
サ
ー
ビ

ス
残
業
や
、
そ
れ
を
強
要
す

る
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
が
蔓
延
。

失
業
率
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
定
義

に
よ
る
と
13
％
程
度
に
達

し
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
（
12
％

弱
）を
上
回
っ
て
い
る
。日
本

は
す
で
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
並
み

の
高
失
業
率
社
会
で
あ
る
。

雇
用
破
壊

―
―
雇
用
破
壊
は
社
会
保
障

に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え

た
か
。

　

従
来
、
日
本
の
社
会
保
障

は
終
身
雇
用
と
年
功
賃
金
に

支
え
ら
れ
た
男
性
稼
ぎ
型
を

前
提
と
し
て
構
築
さ
れ
て
き

た
た
め
、
社
会
保
険
が
大
部

分
を
占
め
、
一
定
の
収
入
が

あ
っ
て
初
め
て
成
り
立
つ
仕

組
み
に
な
っ
て
い
る
。

　

し
か
し
、
雇
用
破
壊
の
進

行
に
よ
っ
て
、
社
会
保
険
か

ら
こ
ぼ
れ
落
ち
た
人
々
は
、

生
活
保
護
予
備
軍
へ
と
一
気

に
転
落
す
る
。
こ
れ
は
失
業

時
保
障
の
不
十
分
性
が
背
景

に
あ
る
。　

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
、
特
に
先

進
国
の
中
で
日
本
の
失
業
給

付
の
受
給
率
の
低
さ
が
目
立

つ
。
失
業
給
付
を
受
け
て
い

な
い
失
業
者
の
割
合
は
、
ド

イ
ツ
13
％
、フ
ラ
ン
ス
18
％
、

イ
ギ
リ
ス
40
％
、
日
本
77
％

と
な
っ
て
い
る
。か
つ
て
、失

業
中
の
雇
用
保
険
の
受
給
割

合
は
６
割
程
度
だ
っ
た
が
、

雇
用
保
険
制
度
の
改
悪
に
よ

り
、
現
在
は
２
割
程
度
ま
で

低
下
し
て
い
る
。
給
付
を
受

け
ら
れ
な
い
失
業
者
が
２
０

０
万
人
を
超
す
状
態
だ
。

　

生
活
保
護
を
利
用
し
よ
う

に
も
ハ
ー
ド
ル
が
高
く
、
生

存
権
保
障
の
仕
組
み
の
脆
弱

さ
が
再
起
を
さ
ま
た
げ
て
い

る
。

　

非
正
規
雇
用
者
、
失
業
者

の
問
題
は
深
刻
化
の
一
途
を

た
ど
っ
て
い
る
。

　

80
年
代
以
降
、
加
速
を
続

け
た
雇
用
破
壊
は
、
社
会
保

障
の
財
政
基
盤
の
侵
食
を
も

た
ら
し
、
悪
循
環
を
引
き
起

こ
し
て
い
る
。 

（
つ
づ
く
）

の
増
大
は
、

こ
れ
ら
の
階

層
の
税
負
担

や
社
会
保
険

料
負
担
の
過

重
を
招
く
一

方
で
、
こ
れ

ら
の
財
政
収

入
の
減
少
に

つ
な
が
っ

た
。実
際
、社

会
保
険
料
の

未
納
、
滞

納
、
非
加
入
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